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東京都国民保護計画の変更について

章 項目 主な変更内容

１ 計画の基本時点修正

２
想定する武
力攻撃事態

事態類型の順序を変更
（①弾道ミサイル攻撃、②ゲリラ・特殊部隊による
攻撃、③航空攻撃、④着上陸侵攻の順）

大規模テロに限らず、現実的な脅威の留意点を充実

３
武力攻撃事
態等の対処

国・都・区市町村・関係機関等及び住民の役割を
警報、避難、救援、災害への対処ごとに整理

現行計画第４～６章を整理統合

4 復旧等 現行計画第４章を分割整理

5
大規模なテ
ロ等の対処

事態認定前を含む発生時の対処に特化

６
平素からの
備え

ミサイル攻撃への備えの充実
 （緊急一時避難施設の指定の推進、避難行動の普及
  啓発、実践的な訓練の重視）

主な変更点

章 項目 内容

１ 計画の基本 目的・根拠等

２
想定する武
力攻撃事態

オリンピック対象の
大規模テロに特化

３
平素からの
備え

体制､連携､避難､救援､
災害の最小化で記述

４
武力攻撃事
態等の対処

避難準備､避難､避難生
活、復帰の段階で記述

5 島しょ避難 全島避難等

６ 他県受入れ 役割分担

７
大規模なテ
ロ等の対処

初動対応、発生時対処
等

現行計画 変更素案

変更方針

〇 ミサイル攻撃を現実的な脅威と捉え、ミサイル攻撃への対処を強化

・想定する事態として、大規模テロ等に加えて弾道ミサイル攻撃を重視
・ミサイル攻撃への対応として、都が進めているハード・ソフト両面からの取組を充実

〇 現行計画で充実させている大規模テロへの対処と合わせて、より実効性の高い計画に変更

・事態等への対処を理解した後に、平素の備えの準備態勢を記載することにより対処能力を向上

・訓練の成果を踏まえ、関係機関等の役割を時系列で整理

資料１

変更の概要（案）
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東京都国民保護計画の変更について

意 見 検 討 反 映

ドローン攻撃の
対応の整理

・ウクライナにおいて、かつてない規模でドローン攻撃が
実施され、現代の戦場を変容させている実態が明らかとな
り、今後の動向を把握することが必要

・｢航空攻撃｣と同様に位置付け、
今後の動向に留意

被害想定が不明確
なため都民への
理解困難

・リスク評価及びリスクに対する備えの準拠を示すことを
国に要望しているものの回答はないが、都民への理解を促
進するための方策の提示が必要

・蓋然の高い｢ミサイル攻撃｣と
｢大規模テロ等｣の想定されるリス
クを記載（参考資料ｐ221）

緊急一時避難施設
の迅速な開設のた
めの実行性の向上

・地域偏在や昼間滞留人口の課題があり、また、指定箇所
の多い小中学校や公共施設は、夜間や休日の場合の開設が
困難であるため、多くの施設の指定が必要

・指定の考え方に記載
（第６章第２節）

都民に対する啓発
や訓練への参加の
検討

・堅ろうなビルの中で仕事又は居住している者に対して、
緊急一時避難施設への避難は不要などの理解の周知が必要
・防災訓練と有機的に連携するとともに、避難行動を実践
する弾道ミサイルを想定した住民避難訓練など住民参加型
の訓練の実施が必要

・計画の普及啓発に記載
（第６章第６節）
・訓練の実施に記載
（第６章第１節）

自身の安全確保後
に、支援に回るこ
とのできる住民に
対する具体的な
行動の提示

・消火、負傷者の搬送等に必要な協力を要請されたときの
協力の依頼を提示
・テレビ、ラジオや東京都防災Ｘなどを通じて、情報収集
に努め、行政機関からの指示に従った行動の依頼を提示
・国民保護措置の重要性や内容、協力の趣旨等について、
インターネット等の様々な媒体を活用するとともに、講演
会等の様々な機会を通じて普及・啓発

・武力攻撃災害への対処に記載
（第３章第５節）
・本計画の留意点に記載
 （第２章第１節）
・普及・啓発に記載
 （第６章第６節）

武力攻撃事態等発
生時の通信の確保

・電気通信事業者である指定公共機関等は、通信の確保及
び国民保護措置の実施に必要な通信の優先的取扱いの業務
を実施
・武力攻撃災害による通信輻輳及び途絶、非常用電源の利
用などを想定した関係機関との情報連絡、地域住民への情
報の伝達、避難先施設との通信の確保など実践的な通信訓
練を実施し、通信連絡体制の整備を充実
・民間事業者の業界団体と想定される事態に備えた危機管
理の強化や危機情報の共有等の推進

・事務又は業務の大綱に記載
（第１章第３節）

・通信連絡訓練に記載
 （第６章第１節）

・指定公共機関等との連携に記載
  （第６章第１節） ２

資料１

各委員から寄せられた意見



国との協議を経て、変更決定 ３

※注視区域：重要施設の施設機能及び国境離島等の離島機能を阻害する土地等の利用の防止に関する基本方針において、重要施設（防衛関係施設
等）及び国境離島等の機能を阻害する土地等の利用を防止するために指定され、内閣総理大臣は、注視区域の利用者が重要施設等の施
設機能を阻害すると認めるときは、必要な措置をとるべき旨を勧告

東京都国民保護計画の変更について

項目 主な意見（概要） 対応

連携

基地周辺におけるミサイ
ル攻撃の具体的な対策

・特定の地域に限らず、各区市町村及び各関係機関等との訓練の実施を記載済
・避難行動の普及啓発など平素から各区市町村と連携した取組の実施を記載済

武力攻撃事態等の情報収
集に警備事業者の活用

・武力攻撃事態等において、指定（地方）公共機関以外の民間事業者の活用は
想定していない。
・ただし、テロ等対策に関する関係機関等の枠組みを活用し、平素から大規模
集客施設などの民間事業者との連携を実施

避難

有事の際の行動計画、強
靭化建物マップとルート
地図の公示

・緊急一時避難施設の指定及び東京都防災ホームページへの掲載、地図から避
難施設を検索可能な内閣官房ポータルサイトの情報について記載済
・適切に行動できるように、都民に対し普及・啓発を行うことを記載済

注視区域におけるテロ等
の未然防止や建物の規制
等に関するガイドライン
の作成

・注視区域等は、「重要施設の施設機能及び国境離島等の離島機能を阻害する
土地等の利用の防止に関する基本方針」を明示
・特定の地域に限らず、国民保護措置を適切に実施するための取組を実施

住民保護のためのシェル
ター整備

・弾道ミサイル攻撃による爆風等からの直接の被害を軽減するための一時的な
避難先として、コンクリート造りの堅ろうな建築物や地下施設を緊急一時避難
施設として指定を推進
・より安全に避難できる施設の整備に向けたモデル事業を実施

特定臨時避難施設の管理
等に民間事業者等の活用 ・東京都は、特定臨時避難施設の整備の対象外

鉄道を地下化しシェルタ
ーとしての活用検討 ・より安全に避難できる施設の整備に向けたモデル事業を実施

資料１

変更素案に対する意見募集の結果

募集期間 令和７年１月29日から２月27日まで

提出状況 ３通、７件

今後の予定



４

緊急一時避難施設の指定の推進

○ ミサイル攻撃等の際に爆風などから直接の被害を軽減するための一時的な避難先として

有効なコンクリート造り等の堅ろうな建築物や地下施設を緊急一時避難施設として指定

○ 令和６年度は新たに、計２０８施設を指定

○ 主な指定施設として、東京駅、渋谷駅、池袋駅等の大規模なターミナル駅をはじめ、

地下駅舎１６７施設を新規指定 ⇒ ほぼ全ての地下駅舎の指定が完了

指定施設数

地下駅舎 １６７施設

公共施設等 ３０施設

民間施設 １１施設

合 計 ２０８施設

新規指定施設の内訳

【令和7年3月28日 知事記者会見資料】

都における国民保護の取組資料２



５

都における国民保護の取組

・J-ADビジョン

（東京駅や池袋駅をはじめとした15駅20エリア）

・デジタルサイネージ（新宿／渋谷・原宿）

・都営地下鉄の車内液晶モニター 等

■動画 ■広報

避難行動の普及・啓発

○Ｊアラート発出時の避難行動「逃げる、離れる、隠れる」の普及・啓発

■リーフレット ■広報

・都内小学１年生に対して、リーフレットを配布（※）

※令和５年度は、都内の全小中高校生に対してリーフレット配布

・都営地下鉄各駅への掲出（ポスター）

資料２



都における国民保護の取組

実践的な訓練の重視

○ X国から１発の弾道ミサイルが発射され都内に落下

○ 事案発生時の初動措置の確認や、警視庁・東京消防庁等の関係機関との連携強化等を目的に、

Ｊアラート発出から二次避難施設の調整までを実施

【主な対応事項】
・事態認定前の初動対処
（被災情報収集、対処行動の検討）
・東京都災害対策本部の設置運営

図上訓練（令和6年7月18日）

〈Phase１〉弾道ミサイルを想定した住民避難訓練

〈Phase２〉X国から１発の弾道ミサイルが発射され都内に一部が落下【しながわ中央公園】
・警視庁、東京消防庁、自衛隊などの関係機関による被災者の救出・救助活動
・住民の二次避難

Ｊアラート発令時の初期行動を訓練

逃げる【戸越駅周辺】

・路上にいる住民は、地下鉄通路へ避難

実動訓練（令和7年2月4日）

６

資料２
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